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雇用安定 と均等待遇 をめ ざす労働者連帯の課題

一派遣法抜本改正、有期労働規制を中心に一

龍谷大学教授 脇 田 滋

きょうは、派遣 と有期雇用 を中心 にした不安定

雇用の問題が、いま労働問題の中心的課題になっ

ていますが、長年それを見てきた者として、今の状

況をどう考えるのか、あるいは世界の中で日本 を

どう考えたらいいのかということを、お話 しでき

ればと思います。パワーポイン トを使ってお話 し

します。

1雇 用社会の激変と新たな政治 ・経済状況

(1)格 差と貧困の急激な拡大

まず、現在、格差と貧困が急激に拡大 してきて

います。2008年 秋の世界的な経済恐慌、そのあ

とで日本では、非正規雇用、とくに派遣労働者を

中心 にした雇い止め、あるいは解雇が非常に広

がっていきました。政府の統計では25万 人を超

える多 くの労働者が、この間、集中的に雇用を失

うという、深刻な状況が現れました。ショック

だったのは、その人たちが仕事を失 うと同時に

生活の基盤である住宅なども失って、年末の派

遣村に行 くしかなかったということです。ここ

に日本の雇用社会の大 きな問題点が凝縮 して現

れたと思います。

次に、非正規雇用が公務の職場にまで広がっ

ています。この1月30日 に非正規全国会議が神

戸であ り、「官製ワーキングプア」の問題 を取 り

上げました。従来、公務員の地位や身分は比較的

安定 してお り、あるべ き雇用のモデルとさえ考

えられてきたのですが、その公務員の職場で実

は、民間の労働者と同 じように、あるいはそれよ

りもっと悪い形で非正規の労働者が働いている

のです。新聞報道では年収140万 円という数字が

示されていますが、実に低い賃金で公務の職場

を支えている人が多いことが、改めて明らかに

な りました。

そ して若い人たちですが、いま雇用の面で非

常に苦 しい状況にある。先 日の「クローズアップ

現代」が、今年の高校生の就職は例年の半分だ と

報道 していました。実は10数 年前 に一挙に高校

生の就職が10分 の1に 激減した年があり、それ

以降、若年の雇用、失業の問題が深刻になってき

た。高校で就職 したかったが、仕事がないからや
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むなく大学に進学 したという学生も、実は少な

くありません。大学4年 間に、経済的事情などで

中途で大学 を辞めていく学生も多 くて、教授会

のたびに退学届が出るのに心 を痛める状況があ

ります。日本を支えてい く若い人たちが非常に

深刻な状況に直面 しているのです。

(2)非正規雇用拡大=正 規雇用減少

特徴的なことは、「働 く貧困」という、いわゆ

る「ワーキングプア」が急激に増えてきたことで

す。その背景には、明らかに非正規雇用がこの間

拡大 をしてきたことを指摘で きると思います。

1970年 代初 まで日本は経済成長を続け、雇用

労働者のうち正社員が93%程 度 という状況 まで
'ありました

。だから、日本の雇用のモデルは正社

員とされ、労働政策なども正社員をモデルにし

ていました。労働法の解釈も、正社員を念頭に置

いた解釈でした。しかし、現実にはその後、この

雇用モデルが急激に変わってきました。1988年

から2009年 までをみると、いまから20年前で も

8割 が正社員で した。派遣法ができて しばらく

の数字です。 ところが、2004年 の製造業の派遣

解禁に至るまで、派遣法が次々に改悪され、とく

に99年 の派遣業務の原則自由化あたりから、非

正規雇用が急激に増えてきた と言えます。すで

に労働者全体の3分 の1を 非正規雇用が占めて

います。

とくに女性については、その状況が深刻です。

正規雇用は半数を下回 り、非正規が半分を超え

ているとい う状況です。最近になって若い男性

が非正規雇用になってからマスコミが騒ぎ出 し

ました。私が1996年 からインターネットで派遣

相談を受けていた最初の頃は、ほとんど女性か

らの労働相談で した。男性はあまりいませんで

した。 ところが最近は男性からの相談 も非常 に

増えているのです。非正規雇用の問題は女性の

問題 と結びついていることを忘れてはいけない

と思います。

【3}多 様な非正規雇用形態

日本の場合、多様な非正規雇用の形態があ り

ますが、まず、科学的なとらえ方がされていない

という問題があ ります。「就業構造基本調査」で

は 「勤め先での呼称による」としています。 ここ

ではパー トタイマー ・アルバイ トが半分以上占

めています。韓国でも非正規雇用 をどうとらえ

るかが問題になっています。韓国政府のとらえ

方では、日本 と変わらない3分 の1程 度ですが、

労働側のシンクタンクは、政府が非正規 とみて

いない人 も300万 人は非正規雇用 と見るべ きだ

とし、総計で800万 人と推計 しています。そうす

ると労働者全体の半分以上が非正規雇用 になり

ます。ところが、日本の場合には非正規雇用の定

義や範囲をめ ぐる議論 もほとんどされていませ

ん。経営側や政府は非正規雇用の数や範囲を小

さく見せようとしますが、本当に不安定な雇用

形態で働いている人たちが どのような状態か科

学的にとらえることが労働側 としては特 に重要



だ と思 い ます 。韓 国 との比 較 で は、 日本 で は

「パー トタイマ ー」、 「アルバ イ ト」が多 い とい う

ことを確認で きます。これは どうしてか、改めて

後で その問題点 を指摘 します 。

(4)若 者、女性、高齢者の就職 ・生活 の困難

〔1〕 貧困率の増加

国税庁の調査です が、年収200万 円以下 の低賃

金労働者が非常に増 えています。年収200万 円 と

いいます と、生活保護以下です。京都市では、夫

婦 と赤 ち ゃんがいる標準 世帯で、だいた い月23

～24万 円が最低生活費
、つ ま り生活保護基準 で

す。 これを単純 に12倍 しただけで280万 円近 く

になります。それだけのお金がない と、 日本の政

府が認め る「健康 で文化的 な最低限度 の生活」が も

で きませ ん。 ところが 、働 いていて も収 入が200

万円以下であ れば、生 活保 護水準の生活 さえ維

持 で きない こ とにな ります。 こうい う労働者 が

急激 に増 えてい ます。1000万 人 を超 えているの

です。4人 に1人 に近い数字 になっている。 しか

も若 い人 に多 い とい うこ とです。 これが結婚で

きない状況 を より悪 化 させ てい ます。最 近 「婚

活」という言葉 がある ようですが、 とて も結婚で

きる賃 金水 準で ない労働 者が急激 に増 えている

の です。

日本政府 は、 これ まで 「貧困率」を明 らか に し

て こなかったのですが、昨年、新政権 に変わって

10月 、初めて 「貧 困率」 を発表 しま した。それ

に よれば、OECD諸 国の中で も極端 に悪 い と

言 えます。メキシコ、 トルコ、アメリカ、 日本 と

い う順 に、 ヨー ロッパの進 んだ国 と比べ る と非

常 に大 きな15.7%と い う貧困率 になっています。

特 に、心が痛むのは一 人親世帯、いわゆる母子家

庭では54.3%が 貧困 とい うことです。私 自身、母

子家庭 の出身です。母親は勤勉 その ものの人で

したが、当時は内職で しか稼げなか った。非常 に

悪 い労働条件 で した、それで も当時 は まだ育英

会の奨学金 な どがあ りま した。私 は末 っ子 で し

たが、姉二人 は大学進学 を諦 めて私 を大学 に行

かせて くれ ました。 さらに大学院 まで行 き、 しか

も教員 とい う 「返還免 除職」に就けたので 「貸与

奨学金」を返 さず に済み ました。当時(1970年 代)

は、母子家庭で も、ほ とん ど無償で高等教育を受

けることができたのです。 しか し、今 は、育英会

の奨学金 も大 きく変わ って 「有利子」にな り、母

子家庭で は進学が難 しい とい う状況です。本 当

に格差が深刻化 して、親が貧 乏であれば子 ども

も貧 乏 に なる とい う、本 当 に不 公平 な社 会 に

なっている と思 います。

〔2〕 ヨ ドバ シカ メラ東京事件

派遣労働者か らの相談 を受 けてい て、「本 当に

ひどいなあ」 と思 うこ とが少 な くあ りませ ん。

裁判 で まで争 われた数少 ない事例 で、東京の ヨ

ドバ シカメラ事件 とい うのがあ ります。事実は、

違法 な二重派遣の関係 です。26歳 の男性労働者

ですが、派遣会社か らメーカーの派遣先 に行 っ

て、そ こか らヨ ドバ シの大量販売店 で携 帯電話



を売る仕事をしていました。ところが、サービス

早出として 「始業時刻 より30分 前に来い」と言

われて、それに10分 遅れたのです。すると職場

で 「お前は日ごろか らたるんでる」といわれ、殴

るけるの暴行 を受け、売 り場の トイレにある便

器を磨かされ、最後は「便器をなめろ」と言われ

たということです。さすがに、これにはついてい

けないと思って登社拒否をしました。

すると、お母さんが有名な作家の方だったの

ですが、派遣会社の担当社員がその仕事場の家

まで押 し掛けて きて、隠れていた息子 さんをお

母さんの目の前で殴る蹴るの暴行を加えた。結

局、ショックでお母 さんも1年 間執筆がで きな

くなり、本人とお母さん二人が原告になって、派

遣会社 と派遣先 とそれぞれの社員の責任 を問 う

ということで裁判になりました。東京地裁、東京

高裁 ともに高額の損害賠償を認めています。本

当に信 じられないような事件ですが、派遣労働

者は、まともな従業員というか、一人の人間とし

て扱われていない ことが、この事件か ら窺 えま

す。

東京の方からのメール相談でしたので、派遣

問題を扱 う東京ユニオンに相談 ・加入を勧めた

ことがあ ります。ユニオンの相談員が付 き添 っ

て交渉に行 った ところ、派遣会社の対応が暴力

団まがいで、東京ユニオンの相談員の顔面 を

殴って鼻の骨が折れました。私がア ドバイス し

ていた派遣の女性の方から、「どうしましょう。

私のせいで大変なことになって しまいました」

とい うメールが来たこともあります。派遣会社

のなかには、そのような非常に悪質な業者が少

なくないと思います。「何 もないときは調子が良

いが、何かあれば頼 りない。文句を言えば牙をむ

く」というのが、派遣社員からみた派遣会社の現

実だと感 じています。

〔3〕 ニ コン熊谷製作所事件

非正規雇 用や派遣の労働者 が過 労死す る事件

も増 えてい ます。 これ は過労 自殺 の事件です が

(お母 さんが詳 しいホームページ 「派遣社員過労

自殺 裁判 」(http://www10.ocn.ne.jp/
-
karoushi/)を 作 ってお られます)。 ニ コン熊谷

製作 所 で検査 業 務 で働 い てい た上 段 勇士 さ ん

(当時23歳)が 、10日 間以上 の深夜 連続勤務 の

末 にうつ病 になって 「過労 自殺」を した とい う事

件です。クリスタル系の会社か ら、まさに偽装請

負の関係 で派遣 されてい ました。だれ も健康 配

慮 な どせず に、本当 に都合 よ く使 い捨 てる とい

う就労形態で した。彼 は、東京都立大学 を中退 し

た、非常 に能力 もある労働者です。派遣社員 の中

で も中心 になって最終検査 とい う非常 に重要 な

仕事 をさせ られてい ま した。本 人か ら連絡が な

い ということで、お母 さんが行 ってみた ら、派遣

元 が仕 立 て た派遣 社 員 向 けの アパ ー トで 電気

コー ドで首 を吊 ってい るのが 見つか った。 いつ

死 んだか も分か らない。推 定命 日をつ くってお

葬式 をされたのですが、なんとか、 自分の息子が

どの ように働 いていたのか明 らか に したい と思



いもあって裁判 をおこされました。川人博弁護

士が代理人になり、JMIUの 生熊委員長が中

心 に支援の会を作って応援 され、裁判闘争の結

果、2005年 東京地裁勝訴に続いて、昨年の東京

高裁で全面勝訴して、いま最高裁に係属中です。

このように、偽装請負や派遣という働かされ

方が広がるなかで、若い労働者が人間 として大

事にされないで、ぼろ布のように捨て られてい

ます。本当に底が抜けたように、雇用社会の劣化

といえる状況が現れてきていると思います。

このように派遣労働には、いろいろな問題が

あ ります。 ここで細か く指摘 しているときりが

ない程です。とくに、この前の非正規会議の集会

で西谷敏教授が言われたことですが、私 も同感

したのは、派遣労働者は雇用が不安定で無権利

であるにもかかわ らず、賃金 まで差別されてい

るとい うことです。これはバランスを欠いてい

ます。これでは合理的な理由のない差別、つま

り、社会的身分による差別といえるという趣旨

の指摘をされました。私 も以前から、日本の非正

規雇用は、雇用不安に加えて同一労働差別待遇

という点でバ ランスを欠いて、合理性のない身

分的差別だと言ってきましたが、この点 をます

ます強調 してい く必要があると思 ってます。

(5)労 働組合の役割

こういった非 正規 の広 が りの 中で、労働組合

は何 をしていたのか、 これが一番、問われるべ き

ことではないか。私 は、労働組合は残念なが ら十

分な役割を果たせてこなかったと思います。例

えば、2008年 末から2009年 初めの 「派遣切 り」

は、製造大企業で起きました。まさに昨日まで横

で一緒に働いていた労働者が職 を失 ったわけで

す。ところが、大企業の労働組合でス トライキを

して、それを止めるような動 きをした例 を聞い

たことがあ りません。労働組合というのは本来、

一番弱い労働者を支えて
、彼 らを代表 して要求

活動や団交 をした り、場合によってはス トライ

キを打つ、 ということを期待された組織です。

憲法28条 は、団結権、団体行動権を保障 して

いますが、労働組合にこのような特別な権利を

認めた理由は、やはり労働者全体 を代表する組

織だからだと思います。 日本の労働組合は戦後

企業別組合 とい う形で固定化 しましたが、80年

代に非正規雇用が職場 に広がっているのに、企

業別で しかも正社員だけを代表する組織のまま

で職場の労働者全体を代表 しな くなってきた と

思います。この点が一番気になるところです。

大企業正社員や正規の公務員は、労働組合に

組織化 され、その労働組合の活動によって守 ら

れます。しかし、いちばん労働組合が必要な中小

零細企業や非正規雇用の労働者はどうで しょう

か。企業規模1000人以上では、組合組織率が47.5

%で すが、99人以下では組織率1.1%で す。企業

別組織というのは、本来、大企業にのみ適 した組

織形態で、実際、中小零細企業では組合作 りが困

難であるという、本来的な問題がありました。そ

して、非正規雇用の多 くは、大企業の職場で働い



ています。しかし、労働組合は、正規雇用労働者

を組織 し、その組合員に協約適用 をするけれど

も、非正規雇用労働者は同じ職場で働いていて

も、その組織の力を及ぼさないのです。

つまり、日本の労働組合は企業別に組織 され

ている、従業員だけの組合ですが、所属する企業

(使用者)に 団体交渉を求め、交渉結果 としての

労働協約は組合員(従 業員の一部)だ けにしか適

用されません。逆に、就業規則は全体に及びます

ので、労働協約よりも就業規則の方が適用範囲

が広 くなっています。世界的にみれば「矛盾」ま

たは「倒錯」と言 うしかありません。非正規労働

者や組合に入っていない人に労働組合の力が及

びません。逆に言えば、労働組合は職場の労働者

全体 を代表できていないのです。

こういう労組の現実は、非正規雇用労働者の

孤立や無権利 という状況を生み出 してい ます。

正規雇用 と非正規雇用で、労働者同士が連帯で

きず分断されていることが、 日本での非正規雇

用をめ ぐる一番大きな問題です。「派遣切 り」は、

労働組合の全体代表性喪失 という深刻 な問題を

提起 していると考えるべ きだと思います。

2「 日本的非正規雇用」の虚構 と欺備

{1}雇 用不安定と差別待遇の二重の苦 しみ

日本の非正規雇用の特徴を要約すると次の4

点です。

一つは、雇用の不安定ということです。1年 後

に、いまの職場にいるかどうか、分からない。場

合によっては、1カ 月後が分からない。日雇派遣

などでは、明日さえ分からない。文字通 りの意味

で「雇用が不安定だ」と言 う点です。 これが一番

大 きな特徴です。「半失業」状態 と言うことがで

きると思います。

次は、正社員 と同 じ仕事をしていても労働条

件が非常に大 きく違 うという点で 「同一労働差

別待遇」という特徴を指摘することができます。

この点は、 日本の非正規雇用の きわめて大 きな

特徴です。

第3は 「無権利」という点です。ヨ ドバシカメ

ラやニコン熊谷の事例のように、労働者として

労働法上の最低限の権利さえ保障 されない とい

う現実があります。多 くの非正規労働者は、まさ

に「労働法が凍結 した世界」で働いていると思い

ます。

最後は、「孤立」という特徴です。労働者同士、

一人では対抗で きないけれども、連帯 して何人

もが手を携えれば、あるいは労働組合 をつ くれ

ば、企業や当局と対抗できるのに、非正規雇用と

いうことで組合 を作 った り、加入するのが非常

に難 しい。その結果、未組織のまま権利行使がで

きず、放置 されているという点が4番 目の特徴

だと思います。

{2)日 本 的パ ー トタイム労働

この うち2番 目の同一労働差別待遇 とい う点

ですが、 日本の場合 は、 さらに二重に差がある と



思 い ます。 政府の検討資料 で も年収 や生涯賃金

で、男女の差以外 に、正社員 と正社員以外、特 に

そ のなかで もパー トと呼 ばれる人たちが、賃金

が きわめて低い。男女の差 もあ りますが、①正社

員 の グループ、それか ら、②正規 以外 の グルー

プ、③パ ー トの グル ープ と大 き く3つ にわか れ

てい ます。この うち、非正規雇用のなかで、正規

以外② と、パー ト③ の間に、また大 きな差がある

とい う意味 で、二重 に格差がある と思い ます。こ

の ように、 日本の場合 、非正規雇用のなかで、 と

くにパ ー ト的非 正規雇用 で、極端 に低 い賃金 に

なっているこ とに注 目す る必要が あ ります。

「日本的パ ー トとは何 か」とい う問題です。 こ

れ は韓 国に滞在 していた とき、繰 り返 して質問

され たので、それに答 えるために考 え ざる を得

な くなった問題 です。私 な りに考 えたのは次 の

ような説明です。

日本のパ ー トとい うの は、男性 の夫 や父親 が

正社員であ るこ とを前提 に、それ を家計 的に支

え る「主婦パ ー ト」がモ デルになって生 まれた非

正規雇用です。制度的 にも年収130万 円 まで とい

う社会保険上 の被扶養者要件、また、所得税法 で

は年103万 円 までの非課税 限度額 など、その基準

の範 囲内で働 け ば、夫 あるいは父親 の被扶 養者

とされるので賃金はそれ を上限 と して低 くて も

良い とする考 え方だ と思い ます。要するに、被扶

養者だか ら賃金が低 くて も良い、年収100万 円前

後でいい んだ とい うこ とにな ります。

しか し、労働法的には、こんな理由で同一労働

差別待遇 を認める国はどこにもあ りません。被

扶養者の年収基準を日本のように定める国はな

いのです。韓国にもありません。「130万円とか

103万 円というのは何か、何故、こんな基準が許

されるのか」 と質問 されました。

さらに考えれば、従来の 日本の正社員賃金は

「男性稼 ぎ手モデル」だったと思います。このモ

デルでは女性は「被扶養者」として働 くので低賃

金で良いことになります。また、現在、多 くの学

生たちはアルバイ トで働きますが、お父さんが

正社員で一定の収入があることを前提に、その

被扶養者の範囲の低賃金で働けば良いという論

理です。これは使用者にとっては、良質の労働力

を格安で利用できることになり、 きわめて好都

合な論理です。

本来、労働行政は正社員が雇用モデルでした

ので、パー トタイム労働が出てきた とき消極的

な対応でした。パー トという働 き方は、均等待遇

に反するのではないかということが、当時の労

働省の中でも議論があった。 ところが80年 代に

なると、行政として、このパー トタイム労働を追

認 してしまいます。1980年 に厚生省が、「労働時

間が1日6時 間、週30時 間という正社員の4分

の3ま でだったら社会保険に入れな くてもいい」

という内翰(昭 和55年6月6日 各都道府県保

険課(部)長 あて内翰)を 出しました。その法的

根拠はどこにもあ りません。行政の内部で勝手

に決めたのです。

近年、政府が、労働者の年金加入記録を残 して



い ない ことが問題 にな りましたが、 この「4分 の

3要 件」は、政府が社会保 険加入 をいい加減 に扱

う最初 の きっかけで あった とさえ思い ます。他

方 、職安 で は低賃金 の仕事 を紹介で きない とい

うことで、パ ー トの仕事 を紹介 しなかったので

すが、1983年 、労働省 が職安の支所的 な 「パー

トバ ンク」を新宿や梅 田に設置 しました。女性 に

もパ ー ト紹介 に対 して、 それ な りの要望が ある

んだか ら、その要望 に応 えて紹介 を してい くと

い う説 明で した。

最低賃金 も、この主婦 パー トを念頭 に家計補

助 水準で設定 される ことにな りま した。非 課税

限度の年収103万 円 を、フルタイムの年間労働時

間を2000時 間 として、その4分 の3で あ る1500

時 間で割 った ら、ち ょうど最低賃金の700円 前後

にな ります。最低賃金 というのは、本当は、それ

で生活保護水準以 上の健康 で文化的 な人間 ら し

い生活が で きる、そ うい う水準 に設 定す るべ き

ですので、現在 のような700円 前後の数字になる

はずがあ りませ ん。 まさに103万 円が先 にあ るわ

けです。最低生活保障 ということを無視 して、非

課税限度額 をパ ー トの労働 時 間で割 った ら最低

賃金になってい ます。つま り、最低賃金をい くら

積 んで も本 来の人 間 らしい生活 にな るはずが あ

りません。 こうい うカラク リがあるので、考 え方

が基本的 に違 っているのです。韓国 には 日本の

よ うなパ ー ト労働 があ りませ ん。 もちろ んEU

諸 国に もあ りませ ん。

図(税 ・社会保障制度 とパ ー トの低賃 金)は 、

パー トタイム労働の専門家である大沢真知子教

授が、昨年暮の「日韓非正規労働 フォーラム」で

発表 されたものです。縦軸が世帯収入で、横軸が

女性の働いた収入です。103万 円のところで非課

税限度 を外れるので、世帯収入がガタっと落ち

ています。130万 円のところでは、各種手当がな

くな り、社会保険の関係で被扶養者か ら外れて

国保の保険料負担が増 えることなどから、世帯

収 天が大 きく落ちるのです。こんな酷い女性差

別を拡大する仕組みは他の国には見られません。

まさに制度がつくりだ した、世界に例のない「家

計補助型非正規雇用」による 「同一労働差別待

遇」の仕組み、というのが日本的パー トの本質的

特徴 だと思います。これについて改めて正面か

ら議論するべ き状況に来ているというのが私の

意見です。

これは、フルタイムの非正規で年収200万 円以

下の人が1000万 人を超えているということにつ

ながっていると思います。家計補助的就労 を前

提に算定 された最低賃金の前後でフルタイムの

若い男性が働 くことが増えてきたということで

す。世帯の中で、正社員であった父親がリス トラ

されたり、定年を迎えると、正社員の収入が世帯

になくなります。そうすると、フリーターとか派

遣労働者が自分自身で稼がないといけなくな り

ます。最低賃金前後の就労では到底足 りません。

だから、ダブル、 トリプル就労などで真夜中まで

働 く、それで何 とか200万 円を超える収入にな

る、その結果、日本で非正規雇用が増え、さらに



ワーキングプアが急激に現れたのです。

世界第2の 経済大国で93%も が正規雇用だっ

たのに、突然、働いて働いても生活保護水準を超

えられない、こうしたワーキングプアが大量に、

しかも急激に現れました。その背景には、世界に

も例のない低賃金雇用 といえる日本的パー ト雇

用が先行 し「て広がっていたことが背景にあった

からだと思います。

(3)日 本的派遣労働

さらに、「派遣労働」の弊害です。これ も「日本

的」だということを強調 したいと思います。労働

者派遣法は、1985年 に中曽根内閣のときに制定

されました。1985年 法は、①偽装請負の合法化、

②女性差別のす り替え、③ 中間労働市場導入=

正社員を増や さずに、企業が必要な時に雇って

必要がなくなれば辞めさせるとい う雇用調整可

能な労働力利用 というのが3つ 目の狙いで した。

しか し、4つ 目として見逃せないのは労働者

分断の狙いです。日本の組合は企業別ですから、

別会社の人間との連帯が難 しい。派遣 というの

は同 じ職場で働いているけれども、使用者が派

遣元と派遣先で違います。労働組合は同じ使用

者のもとでの従業員の組織ですので、派遣労働

者が同じ職場にいても、企業別の壁 を超 えて派

遣労働者を組織することができないだろうとい

う、労働者分断の狙いがあったと思います。

中曽根首相は、労働組合 を一番憎んでいた人

です。官公労組を国家的不当労働行為 とよばれ

るように権力で上から抑圧 した。その人が考え

た派遣法です。その目的の中に、労働者の分断、

労働組合の弱体化、これがあった。むしろ、それ

こそが労働者派遣法の本質であったと思います。

こうした点を踏まえて労働者派遣制度に労組 と

して対抗 してい く必要があったと思っています。

〔1〕「派遣元=雇 用主」 という虚構

これはこの1月29日 の法律家11団 体の集会で

も強調 したことですが、 日本の派遣法には多 く

の欺瞞や虚構があるという点です。まず、「派遣

元が雇用主だ」という点です。どうして派遣元が

雇用主と言えるのですか?派 遣元は何 らの技術

も持たず、多 くは机 と電話さえあれば人を集め

て営業で きるわけです。 しかも「登録型」まで認

められました。この登録型は、実態 としては有料

職業紹介 と変わりがありません。雇用主とい う

以上、仕事がないときには賃金全額、少なくとも

休業手当を保障 しなければなりません。安全衛

生などの配慮 も必要です し、教育訓練 も必要で

す。こうした多 くの責任を負 うのが雇用主です。

まして、日本の雇用主というのは、従来、正社員

雇用 を前提 に定年まで従業員を大切にするとい

う主体で した。ところが、派遣会社は、労働者を

短期的な利益の獲得手段 と見る、対極に位置 し

ているとさえ言えます。

それにもかかわらず、 どうして派遣元が雇用

主 と言えるのか。昨年末の松下プラズマディス

プレイ裁判でも、最高裁判決は、この「派遣元=



雇用主」 という形式論理に取 り込 まれているわ

けです。派遣元が雇用主だから、派遣先との間に

は雇用関係がで きないという論理ですが、偽装

請負であったのに労働者派遣だとした点だけで

な く、何 より就労の実態 を全 く無視 した判断で

した。しかも、労働行政は、労働者派遣には、労

働基準法6条 の中間搾取禁止規定を適用 しませ

ん。なぜかというと、行政解釈では、派遣会社は

雇用主だから、派遣先と労働者の間に、中間的に

介入する存在ではないという、社会的実態 を無

視 した全 くの欺瞞的論理だと思います。

私は、派遣元 というのは本来は雇用主ではな

いが、一定の要件を認めたときに、真に例外的な

場合に限って、法律がそこに雇用関係があると

擬制的に認めたに過 ぎない と解釈 しています。

この点を基本にしないと本質を見誤 り、ボタン

の掛け違いを直せません。

また現在、派遣法改正論議では、常用型派遣

だったら弊害がない という議論が、まことしや

かに言われています。しかし「派遣切 り」のとき

には、派遣先が労働者派遣契約を解約 したら、派

遣元は8割 にあたる労働者をそのまま解雇 して

います。派遣元が、行政解釈のいうように雇用主

だった ら、派遣先が切っても派遣元 の責任 で

ず っと雇い続けるべ きです。仕事がなくても賃

金を払い続けるべ きです。それをせずに右から

左 に使い捨てる。 これで何が派遣元が雇用主な

のか、本来の労働力利用者は派遣先だ というこ

とを改めて問い直す必要があると思います。

〔2〕 「一時的労働」を 「派 遣労働」と意図的 に誤訳

派遣法 の もう一つの欺瞞 は、本 来は一時的労

働 、つ ま り 「テ ンポラ リー ワー ク(temporary

work)」 なの に 「デ ィスパ ッチ ワーク(dispatch

work)」 と、意図的に誤訳 した点です。当時、「国

際機関等 に派遣 され る一般職 の国家公務 員の処

遇等 に関す る法律」(昭 和45年 法律第117号)と

い う ものが あ りま した。 国家公務 員が一時的 に

国連 に応援 に行 く、 そ うい う場合 に 「派遣」とい

う言葉が使 われてお り、これは公務員用語、行政

用語 です 。 これを使 って 「労働者 派遣」とい う用

語 を作 ったのです。

ヨーロ ッパでは、これ に当たるのは「一時的労

働(temporarywork)」 です。派遣先 で臨時的 に

業務が増 えた ら、その形態 を使 えるんだ とい う

意味 で、職 業紹介 に近い意味 で使 われ てい た言

葉です。 したが って、派遣元には雇用主 としての

実体 がない こ とを前提 に していて何か あれば派

遣 先での雇用 を前提 に してい ます。 それ を日本

政府 は、「派遣」と意図的 に誤訳 したのです。 こ

れ な ら「長期の派遣」と言 えます。公務員 の場合

であれば、国家が 身分保障 をきちっ としてお り、

実体 のあ る雇用主 です 。その言葉 をその まま派

遣労働 に使 って、ご まか したのです。「長期の一

時的労働」 といった ら誰 もが おか しい と思 いま

す。 しか し、「一時的でない業務で は受入企 業が

雇用す る」とい う、EU諸 国の常識が伝 わった ら

困 るので、 こうい う「派遣 」とい う誤訳 を敢 えて

使 ったのだ と思い ます。



〔3〕同一労働差別待遇の異常

派遣労働は、どうしても不安定な雇用です。正

規雇用は雇用が安定 しているのに対 して、不安

定な派遣労働者には余計 に賃金を高 くする必要

があ ります。派遣労働者は、正社員の2倍 や3倍

の賃金 をもらっても雇用が不安定ですので、割

が合いません。 ところが「派遣切 り」では、パナ

ソニックや トヨタの正社員は平均年収800万 円

と言われていました。これに対 して、派遣切 りさ

れた人は年収200万 円前後で した。200万 円の方

が切 られるわけですか ら、蓄えもないのでたち

まち生活に困って 「派遣村」に行かざるを得な

かったのです。

「雇用が不安定なうえに待遇が低い」、こんな

バランスを欠いた雇用立法は世界に例があ りま

せん。どうしてこんな法律がで きたので しょう

か。「正社員が一人辞めたら、その人件費で3～

4人 の派遣 を雇えるよ。」こんなことを派遣会社

が派遣先 に平気で売 り込むのが日本の労働者派

遣の現実です。

とくに、派遣法が制定されたときに、男女雇用

機会均等法が同時に制定されました。当時、国連

の女性差別撤廃条約の要請があったにもかかわ

らず、日本の経営者のほとんどは、女性を男性と

平等 に扱 って定年 まで働かせることを受け入れ

た くなかったのが本音だったと思います。そこ

で派遣法を活用 した訳です。つまり、日本では、

同 じ使用者の下であれば男女差別が問題 になり

ます。労働基準法3条 、4条 、あるいは均等法は、

同 じ使用者の もとでの差別を禁止 しています。

これが日本の常識です、労働法学でもそういう

理解が一般的です。

この男女差別の問題 を逃れるために、派遣の

利用が有効だったのです。例えば、住友銀行では

男性は正社員 として残 ります。そこを派遣先 と

して、「いずみサービス」という住友系列の派遣

会社をつ くったのです。つまり、女性は、派遣先

とは別会社の人間 となります。大企業の賃金は

高 くて、中小零細企業は低いという企業間格差

は日本では労働法的にも常識 となっているか ら

です。企業規模が違えば、同一労働でも賃金差を

容認するのが、世界とは異なる日本の常識です。

世界的には非常識で も日本 では常識 とされて

います。この点が、実にうまく使われました。住

友銀行の正社員は男性で、これは非常に高い待

遇だけど、住友銀行の女性は、陰に陽に圧力をか

けて「いずみサービス」に移籍させて派遣社員 と

して働かせれば、これはもう同じ使用者の下で

の差別ではな くなるという仕組みです。これを

うまく使ったわけです。

だから派遣法施行前に、雨後のタケノコのよ

うに銀行や商社系列の派遣会社が作 られました。

女性 を事務用機器操作(5号)や ファイリング

(8号)担 当の派遣社員としてという名目で、現

実には一般事務を担当させるために受け入れた

のです。昨年3月 、いよ銀スタッフサービス事件

が最高裁で上告不受理 になりました。全 く同様

な事例です。伊予銀行の支店で13年 間働いてい



た女性派遣社員が、新たに赴任 した管理職 と合

わず、ハラスメントを受けたのです。それを問題

にしたら次の契約更新がなくなったという事案

です。最高裁は、派遣元での雇用継続も認めない

し、派遣先の雇用責任 も認めないという、まった

く企業側寄 りの判断を支持 しています。

松下PDP事 件は、男性の若い派遣社員が切

られるということでマス コミも大きく取 り上げ

たのですが、伊予銀の場合は、とても酷い判決で

すが、あまり取 り上げられていません。そこには

「女性は非正規雇用でもいいんだ」というジェン

ダー差別的受け止め方が根強 くあるからだと思

います。 この点をやは り問題にし続ける必要が

ある。総合職、一般職ではなく、むしろ女性の多

くは 「派遣職」に追い込まれたとい うことです。

この点 を突破 しない と、雇用 における男女平等

を日本で実現することは難 しいと思います。

〔4〕派遣業務=専 門業務という欺瞞

次に、派遣業務が「専門業務」という欺瞞があ

ります。26業務については、99年改正のときに、

受け入れ期間の制限が除外 されました。その理

由は専門業務だからということです。しか し、一

般事務 を担 当す る女性 は 「事務用機器操作」

「ファイリング」ですが、両方合わせて50万 人近

くにな ります。これでどこが専門業務でしょう

か?日 給では1万 円、時給で1200円 程度です。

これでは、「派遣労働でも弊害がない程度に専門

性がある」とは言えないと思います。 しかも、ア

デコ社のように本来であれば一般事務なのに26

業務だということで期間制限なしで派遣 を受け

入れさせる、といった「業務偽装」も横行 してい

ます。

26業 務全体で100万 人にな り、建物清掃やビ

ルメンなどの現業部門の仕事 もあ ります。これ

らを専門業務だというのは欺瞞です。今回の政

府案はそれを前提 にした欺瞞的法案です。26業

務が専門業務 という言い方はやめる必要があり

ます。もし本当に専門業務 というのであったら、

26業 務は、専門業務に相応 しく高額賃金を義務

付けるといった規制が有効かもしれません。つ

まり、「26業務担当者は最低でも日給が5万 円を

下回ってはいけない」、こういう規制があれば派

遣は拡大 しないと思います。実際には、最低賃金

ギリギ リの清掃業務 もこの26業 務に入っていま

す。この点も日本の派遣法の欺瞞的な虚構 と言

える点です。

(4)日 本的有期雇用

次に、有期雇用です。現在、急速に広がってき

ています。労働者派遣で「登録型派遣」が認めら

れたことも一つのバネになっていると思います。

とくに、 日本では、労働契約の期間については、

労働者 と使用者の自由な合意だという考え方が

非常に強いと思います。だから、1年 契約にしろ

6カ 月契約にしろ、労使 ともに納得の上でそう

いう期間設定をしているので拘束 されるのだと

いう考 え方が一般的です。



裁判では、さすがに、そういう有期雇用の形式

をとっていても何度 も反復更新 している場合に

は、出口のところで解雇法理を適用するとい う

考え方が、最高裁の東芝柳町工場事件判決で先

例として確立 しています。また、弘陵学園事件で

は、反復更新はない、高等学校の先生が1年 契約

で切 られた事例ですが、通常は正規教員になる

という契約であったので1年 の契約期間を見習

い期間と考えるべ きだとして救済をしています。

このように一定の場合に、契約期間の出口の

ところで救済 してきたのが日本の裁判所の立場

だったと思います。 ところが、ヨーロッパでは有

期雇用 については、解雇制限法 との関連を強 く

意識 して、契約期間設定の入口のところを問題

にするのです。つまり1年 契約というのは、1年

後に解雇するだけの理由がなければ解雇制限法

の脱法だという理解が強いわけです。この考え

方が、どうしてか日本では広まっていません。少

な くとも、恒常的な業務で期間だけ労働契約に

設定するのは、解雇付き雇用であり、解雇制限を

定める強行規定(労 働契約法16条)違 反だと思

います。このように、有期雇用について期間設定

は労使の自由な合意で有効だという従来の考え

方を改めて、入口規制をしていく必要があると

思います。

(5)非 典型雇用と非正規雇用の区別

日本では、非正規雇用という言い方をします。

日本の現実 を示す意味で非常に正 しい表現だと

思 い ます。 ヨー ロ ッパで も類似の形態 は広 がっ

てい ますが、 ヨーロッパの場合、非典型雇用 とい

う表現が よく使 われ ます。た しかに、雇用が不安

定 だ とい う問題 点は共通 してい るのですが 、少

な くとも「同一労働 同一待遇」とい う点 は徹底 し

てい ます。たとえば、有期雇用 も例外的には認め

るのですが、その短期の契約期 間、例 えば1年 間

は、非正規雇用 で も同 じ仕事 を担 当す る正規雇

用労働 者 と待 遇が 同 じで なけれ ばな りませ ん。

パー トについても、同 じです。有期雇用やパー ト

であれ ば賃金が低 くて もいい とい うのは、おそ

ら く日本 だけです。韓 国 も2006年 非 正規 職保 護

法で、少 な くとも立法的 には、 この点を克服 しよ

うとしてい ます。

それか ら、非正規雇 用独 自の保護法 を定 める

とい うのが ヨー ロッパの考 え方です。 日本の場

合、当事者が雇用形態について合意 したんだ、納

得 した んだ とい うこ とで、独 自の効果 的な法規

制はほとんどあ りません。労働者派遣法 は、労働

者保 護 とい う点で は世界最低 です し、有期雇用

については法規制 さえあ りませ ん。パ ー トにつ

いては、実 にいい加減 な「パー ト労働法」が あ り

ますが 、労働者 を真 に救 済 してい こうとい う発

想があ りません。実のところ、同法 はILOパ ー

ト条約(175号)が1994年 に採 択 され る直前 の

1993年 に、 日本政府が駆け込みで作 った もので

す。パー ト条約がで きて しまった ら、国際水準の

規制 内容 を盛 り込 まない とい けないの で、それ

が で きる前 に事 情 をよ く知 ってい る労働官僚 た



ちが 、 まさに、ア リバ イ的 に内容 のない法律 を

作 ったのです。

3非 正規雇用と労働者連帯

{1)非 正規雇用と労働者分断

日本的な非正規雇用が広がるなかで、正規雇

用の存在意味が問われ始めています。何のため

に正規雇用が必要なのか。「同一労働差別待遇」

ですので、経済的には非正規雇用で十分です。70

年代 は正規雇用 を前提 にその家計補助 として

パー ト雇用が広が りましたが、80年 代になると

本格的にフルタイム非正規の受け皿 として、派

遣や有期雇用が利用されます。1995年 の 日経連

「雇用の3分 化」提言は、まさにこれを定式化 し

て正規雇用 自体 を極端に減 らして非正規に置 き

換えて行 くことを、彼 らの21世 紀の戦略 として

示 したと思います。派遣はその戦略と直接つな

が り、派遣26業 務はまさに正社員以外に外注化

すればいい業務 ということです。コンピュータ

関連の専門業務、女性の一般事務業務、さらに清

掃、ビルメン関連の現業業務です。基幹的な中心

職種に正社員を充てる以外は、外部委託すれば

いいというのが、派遣拡大の論理なのです。1995

年の雇用3分 化論 と派遣業務の論理はぴった り

と符合 しているのです。つまり、非正規雇用の問

題はまさに正規雇用とつながっていて、労働者

全体への攻撃なのです。私は、このことをずっと

言い続けてきたつもりですが、なかなか受け止

めてもらえませんで した。

賃金の点で も、やはり大 きな分断を持ちこま

れてきています。大企業を中心 に男性の正社員

は、まさに家族全体を支える扶養者賃金、逆に非

正規はパー トやアルバイ トが多い と指摘 したと

おり、被扶養者、つまり正社員に養われる100万

円程度の被扶養者でいいんだという分断です。

最低賃金も被扶養者賃金をモデルに設定 されま

すので、日本の最低賃金ほど世界の中で低い最

低賃金は例があ りません。最低賃金をい くら積

んでも、まさに過労死認定基準の年間3000時 間

働いても200万 円少しです。700円 の最低賃金で

は、通常の年2000時 間程度働いても140万 円に

しかなりません。まさに、賃金面で、正社員の賃

金の算定根拠 と、非正規雇用労働者の賃金の算

定根拠には大きな差があ ります。この点が、両者

がなか なか共同 して闘えない、大 きな理由に

なっていると思います。これを克服する議論を

課題 とする必要があ ります。

② ヨーロッパの労働者連帯(代 表性)

次 に、労働者全体を代表する取 り組みの重要

性です。全体を代表する産業別労組が労働協約

を締結 し、それを拡張適用するというのがEU

諸国に共通 した仕組みです。 フランスは組合の

組織率は10%を 切っていますが、労働協約は95

%の 労働者に適用 されてお り、これを通 じて企

業別の労働条件格差を許 さない とい う仕組みに

なっています。賃金を決めるのは日本では企業



であ り、企業 ごとの賃金です。 しか しヨーロッパ

では、全 国協 約 を通 じて労働組 合が賃金 を決 め

ている、 これが非常 に大 きな違い だ と思い ます。

(3)韓 国の非正規職と非正規運動

韓国はどうか というと、非正規雇用が半分以

上ですが、日本的なパー トがなく、賃金でいえば

正規が100で あれば、非正規雇用では60か ら70

になっています。日本のパー トと比べれば、まだ

格差が小 さい と言えます。韓国は日本 と違って

非正規職と正規職の格差是正や、正規職への転

換の例が目立ちます。正規 と非正規の格差が 日

本ほど大きくない点が、実際的背景になってい

ると思います。それと、韓国の非正規の取 り組み

で非常に参考になるのは、この2年 間ほどは、ス

トライキはむしろ非正規雇用を中心 に行われて

いる点です。ナショナルセ ンターの民主労総 と

か、あるいは産業別組合 も非正規労働者を応援

する取 り組みを繰 り広げている点が特徴的です。

(4)日 本での新たな連帯の動き

日本で もようやく、企業別労組の中で非正規

雇用組織化の動きがでてきました。一つは、偽装

請負の孫請けの労働者たちを最終的には全員、

直接雇用や正規化させた徳島 ・光洋 シー リング

テクノの取 り組みです。また、報道は少ないです

が、民間放送のKBS京 都の取り組みです。昔は

近畿放送 と言っていましたが、派遣 とか出向と

かいろんな形の非正規が復活 していたのですが、

粘 り強 く闘って、時間かけてですけども、この

間、10人 から20人 近 くの労働者 を正規雇用化 し

ています。去年秋にも2人 の派遣カメラマンが

派遣切 りにあったのですが、労働組合が頑張っ

て2人 ともKBSの 直接雇用にするという成果

を得ました。企業別組合でも、やればできるんと

いうことを改めて示 しています。

このなかで光洋シーリングテクノはJMIU

の地域組合が頑張ったのですが、昔、徳島船井電

機で親会社責任を追及 して闘った活動家が中心

にいました。KBS京 都も、近畿放送のときに正

社員化闘争で頑張っていた人が中心になってい

ます。やはり意識的幹部がいれば、企業別労組で

あっても限界 を克服 して非正規労働者 を組織化

できるのだと思います。それから、これは新聞で

大 きく報道されて、私 も非常に注目しているん

ですが、広島電鉄です。民営の市電ですが、運転

手に契約社員 という非正規雇用が広がっていた

のを組合が、正規雇用の労働条件一部引 き下げ

を含めて激 しい議論 をしたということです。同

じように働いていて格差がある人がいれば、深

刻な問題が残るということで、委員長の迫さん

という人が中心になって正規化 したということ

です。非常に興味深い事例だと思います。

こういう動 き以外に、最近10年 以上前 くらい

から、地域労組が派遣労働者の問題を受け入れ

るようになっています。大阪でも最近非常に活

発な動 きがあります し、東京では青年ユニオン

とか派遣ユニオンも活躍 しています。非正規労



働者の団結活動の広が りは、まだまだ弱いと思

いますが、現実の矛盾を一番抱 えてそれを反映

している非正規労働者自身の団結活動は、将来

の大 きな運動の芽だと思います。これを育てて

いくことが非常 に重要だと思います。

4雇 用安定と均等待遇をめざして

い よい よ結論的 な話 に入 ります。

(1)全 体を代表する労働者連帯

組合員だけを守る労働組合 というのは、憲法

28条 が期待 している労働組合ではない と思いま

す。戦後日本の労働組合は、国民全体を代表 しよ

うとしていました。生存権 を脅かされている国

民全体を代表 して、その先頭にたって闘ったか

らこそ非常に大 きな支持 をうけて急速に組合の

力を伸ばしたと思います。私は、昨年、JMIU

の記念の取 り組みで韓国に一緒 に行 きました。

韓国の金属労組は、民主労総の中心労組なんで

すけど、15万 人の大組織です。以前は、企業別

の組合が単位組合で、その連合体だったのです

が、それではだめだということで、企業別組合を

解散 し、15万人の一つの組合になったのです。組

合費もいったん本部に集めて、支部におろ して

いくということです。支部は、大企業の自動車関

係 の会社ではまだ企業支部が残 っていますが、

もうす ぐ解散 して地域支部一本に してい くとい

うことでした。

(2)非正規闘争その1:雇 用不安定 との闘い

この15万 人の金属労 組のス ロー ガンが非常 に

気 に入 りま した。 「解雇 は殺人 だ!」 とい うこ と

です。金属労組だけではないのですが、 タオルに

「解雇 は殺 人だ!」(ヘ ゴヌ ン サ リニダ)と 書 い

てあ るんです。 日本 で も「首切 り」とい う言葉が

あ りますが、非常 に強 いア ピールです。 日本 で

は、最近、企業 に安易な解雇を許 して、後 はセー

フテ ィネ ッ トでい いんだ とい う、 こうい う議論

が まこと しや かに されてい ますが、 そ うじゃな

い。や っぱ り企業 の雇用 責任 が基本 だ とい うこ

とです。「解雇 は殺人だ」と企 業責任 を曖昧 に し

ない、 これ は非常 に重要 な指摘 だ と思 います 。

それか らもう一つ非常 に気 にい ったのは、「総

雇用 を保障せ よ」とい うス ロー ガ ンです。 「総雇

用」とい う言葉 は初めて聞いたので、何の ことか

と質問す ると、要するに、正規労働者 の雇用 だけ

ではな くて、非正規雇用労働 者の雇用 も含 めて、

雇用 はすべ て保障 しろ、 ということです。経 済危

機 の中で、非正規雇用が切 り捨 て られ るの を見

捨 てて、正規雇用 だけが生 き残 ってい てはいけ

ない、非正規 も含 めて全部 の雇用 を保 障せ よと

い う連帯 の思想 です。 これが金属労組 のバ ッチ

やゼ ッケ ンに書かれてい ま した。私 には非常 に

印象が強 く、共感 を覚えたスローガ ンです。雇用

が不安 定で一番弱 い立場 の労働 者 を も代表 しよ

うとす る とい う点 に、韓国労働 運動 の強 さを感

じま した。

非正規雇用は、雇用不安 、これがやは り一番の



問題です。強調 したいのは、解雇制限の考え方を

あらためて徹底 して見直 し、解雇には正当な事

由がいることを再確認する必要性です。去年、日

本労働法学会が秋のシンポジウムで労働契約法

の集中的な議論をしました。その時に、京都大学

の民法研究者がパネラーになって、「解雇には正

当な事由がいると自分は思う」と発言 されまし

た。労働法学会の会員のほうが、それを聞いて

びっくりするといった雰囲気がありました。「解

雇は自由にしろ」という議論をする人 も、若い労

働法学者も出てきています。その時、日本の労働

法学は、民法学以下になって しまったのかと思

いました。民法では、賃貸借には正当事由がいる

というのが当たり前ですが、それと同 じ発想で、

解雇だったら余計に正当事由がいるだろう、と

いうことですが、法的には常識的な感覚だと思

います。

とくに、有期雇用規制が重要です。 ドイツで

は、1951年 の解雇制限法で解雇 には正当な事由

が必要だとされたので、企業主がそれを避けよ

うと1年 契約 などの有期契約を導入 しました。

これを ドイツの連邦労働裁判所は、大法廷判決

で60年 に「これは法律回避であり、脱法である」

と判断 し、1年 後に解雇できる正当事 由があれ

ばともか く、業務が恒常的であるのに期間を設

定するのは、解雇制限規定の脱法であると考え

たのです。その後、有期契約の締結というのは非

常に例外的なものになったとい う歴史があ りま

す。

フランスは ミッテラン大統領のときに、特別

法で、有期契約は本当に例外で、原則は期間を定

めない契約だとしました。有期契約は、ごく例外

的な理由がある場合に限るのです。例えば季節

労働、刈 り入れのときだけの業務だとかです。そ

ういう場合は仕方がないが、そうでない場合は

理由がなければ有期雇用は認めないとな りまし

た。

日本の場合は、業務が恒常的なのに、労働者に

だけ期間設定するとい うのが当たり前のように

なっています。有期雇用は、当事者の合意で期間

設定できるという建前です。当事者同士 といっ

ても、結局は使用者の裁量で自由に期間設定で

きることになります。

しかし、日本で も、2006年 に労働契約法が制

定 され、施行されています。その16条 が、判例

の解雇制限法理をそのまま立法規定化 していま

す。亜細亜大学の川田知子さんが労働法学会で、

日本 もかつての ドイツの法的状況と同 じになっ

ているから、有期雇用については、解雇相当の理

由がなければで きないという解釈 を提示されて

います。同規定は強行法規です。当事者が合意 し

ても無効です。現行法でも解釈上、有期雇用の入

口規制が可能ということになります。こうした

解釈 も出てきていますので、これを広めていか

ないと、無制限 とも言える有期雇用の広が りに

対抗で きないと思います。

さらに、立法的にはフランスのように、本来、

期間を定めない契約 しか許 されないとし、臨時



的な事由がなければ、契約期間の設定ができな

い、 という法規制を導入する必要があると思い

ます。この点は、労働組合の中でもまだ議論 され

ていません。 ようや く派遣法制をめ ぐる動 きが

出て きていますが、本来であれば派遣労働規制

と有期雇用規制は一体 に議論するのが世界の流

れです。日本では、そこが非常にあいまいで派遣

労働規制だけが先行 していると思います。

(3)非 正規闘争その2二 差別待遇との闘い

派遣法ですが、結論的に言えば、昨年6月 の野

党3党 案には、積極的な改善内容があると思い

ました。登録型や製造業派遣は原則禁止です。た

だ、例外を認めている点は問題でした。この例外

が広がると困ると思っていました。そして、直接

雇用の見直 しですが、偽装請負など違法な場合

に、労働者が「この人が雇用主だ」と言えば、そ

こに雇用関係ができる、松下PDPで あれば「松

下プラズマディスプレイが雇用主だ」 と労働者

が言えばそこに雇用関係ができる、そ ういう内

容の立法案だったのです。これはなかなかいい

のではないか と思いました。

均等待遇 も、いままでの派遣法には、その言葉

がまったくなかったのに「均等待遇の確保」を盛

り込む。それだけでも、まあまあの改善です。そ

れから、非常に重要なことは、派遣先に多 くの責

任をとらせ ようとした点です。従来の派遣法は

むしろ逆です。派遣元が雇用主だという考え方

で派遣先の責任を免除してきた。それを大 きく

変えるということです。それで11項 目もの派遣

先責任強化 を含んでいたのです。

ところが昨年末の労政審答申は、3党 案の内

容を骨抜 きにしたのです。 とくに、派遣先責任を

全 く認めなかった。11の 派遣先責任 を全部バ

サっと削ってしまいました。また、「均等待遇」を

「均衡 を考慮する」 と大 きく後退させています。

パー ト労働法の偽の均等待遇の言葉ですね。本

当は均等待遇 を導入 しないとい う趣旨で、「均

衡」という言葉にす り替えたのです。それから、

製造業については常用型であれば構わないんだ

としています。登録型について も26業 務は例外

として認めるという。これでは例外が大 きすぎ

て、現状 とほとんど変わ りません。 しかも、念の

入ったことに、製造業や登録型については3年 、

業務の一部は最大5年 まで施行 を猶予するとい

うことです。これでは労働者のための法改正で

はありません。見せかけの名ばか り改正法案、法

改正の偽装であると言っていいと思います。

抜本改正 としては、とくに均等待遇を重視す

る必要があ ります。韓国では、1998年 に日本の

派遣法をモデルに、派遣法が導入されてしまっ

たのですが、2006年 法で、有期雇用、パー トタ

イム規制 と同時に派遣法の見直 しをしています。

これを「非正規職保護法」といいます。そこで大

事なことは、派遣や有期雇用は上限2年 しか認

めていない点です。派遣であれ有期雇用であれ、

2年 たったら正社員に しなければな りません。

こういう出口規制を定めていることが注目され



ます。

しかし、入口規制が入らなかった。つまり、一

定の場合にしか派遣や有期は使 えないとする規

制です。労働側は、これが大事だと主張 したので

すが、力関係で通 りませんでした。そこで労働側

は、この法律は大いに不満です。 しかし、日本か

ら見れば、上限2年 です し、その間、正社員との

差別はできないのです。 とくに派遣の場合、派遣

元 と派遣先で企業が違 うのですが、そこで も差

別が許 されない とした点は、同じ企業別労働条

件格差が大 きい国の規制 として大いに注目で き

る点です。

日本では、労政審の議論で も、 日本の場合、

ヨーロッパ と違って職種別賃金でないと言って、

均等待遇を簡単に拒否 しています。世界の派遣

法のなかで、派遣先従業員 と派遣労働者の均等

待遇を定めていないのは日本だけです。同じ仕

事をして、賃金が何分の1と いうことになれば、

正社員は確実に壊れます。派遣が広がれば、正社

員雇用は要 りませ ん。 この捉え方が必要です。

「今日の正社員は明日の非正社員」、「親は正社員

でも子どもは非正社員」です。自分は正社員かも

知れませんが、息子、娘は非正規雇用です。これ

が政府や経済界の戦略で した。

(4)社 会保障の改善をめざす闘い

労働側は残念なが ら、立ち遅れてきた と思い

ます。どう乗 り越えたらいいのか、急いで議論を

強めて乗 り越えてい く必要があります。なかな

か難 しい問題 です が、避 けるわけ にはい きませ

ん。議論 を してい く必要がある と思 います。私 は

結論的には、スウェーデ ンやオランダ、ああいっ

た国々のモデル を学ぶ しか ない と思 ってい ます。

日本 の場合、男性中心 のモデルで した。男性正

社員が家族全体 を扶養 する賃 金 を稼 ぐ、主婦や

子 どもは アルバ イ トやパ ー トと して非正社員 と

して、つま り被扶養者 として働 く、こういうモデ

ルです。 と くに、賃金依存の生活が前提 です。住

宅 もマ イホ ーム を自分 で買 わない といけ ない。

教育 も高い授業料です。大学の授業料は、 ものす

ご く高 くな りました。親 は、子 どもの大学卒業 ま

で毎 月2万 円ずつ22年 間ためない と、子 どもの

授 業料 さえ支払 え ない。3人 の子 ど もを大学 に

やれ ば、授 業料 だけで22年 間、毎 月6万 円 も必

要です。こんな国は世界に例があ りません。医療

費の負担 も高額 になってい ます し、介護 も個人

負担が増 えています。要す るに、生活費用が社会

保 障等 の切 り捨 て等 で、多 くが賃金 で支 払 うこ

とになって きました。サ ー ビス給付(現 物給付)

というのが、 日本の医療 や福祉の原則で したが、

利用者負担 の大 きい現 金給付化 してい ます。 つ

ま り、賃金依存型 になって きたのです。 こうい う.

賃金依存が強 ま り、正社員 の賃 金が高 くなって

しまった。そ のこ とが逆 に非正規雇用 を増や し

て きた背景 の一 つだ と思 い ます。

ヨー ロ ッパの場合 は どうか とい うと、賃 金は

そんなに高 くないんです。仕事別賃金です し、生

活費用では、住宅費は きわめて安 く、高等教育 も



含めて教育は無料が原則です し、医療 も無料が

原則です。それであれば、お金は余り要らないこ

とになります。 日弁連が「労働 と貧困」をテーマ

に各国調査 をしました。スウェーデンに行 った

グループが、日本の生活保護の金額をスウェー

デンの人に言ったら、スウェーデ ンの担当者が

怒 り出したということです。「日本の生活保護は

なんでそんなに高いんですか」 と。

スウェーデンは原則的には、医療が無料、教育

が無料、住宅が無料ですので、お金がほとんど要

りません。衣食 くらいです。そうすると現金給付

が要 らないか ら生活保護 も賃金 も年金 も低額で

済むことになる。その代 り、生活に必要なもの

は、多様な現物給付(サ ービス給付)で 公的に賄

われ、担当公務員 も日本より多い。こういう国で

すので、女性 も男性も賃金は低いが正社員 とい

う形で男女平等の雇用が実現するという訳です。

その代 り、男性 もいろんな家庭負担を共に果た

しています。こういうモデルで、ヨーロッパ諸国

は進んでいると思います。これを参考にするし

かないと思います。

日本では、社会保険は格差是正に機能 しませ

ん。日本の厚生年金は正社員に有利、非正社員は

年金す らあ りません。中小企業は賃金比例です

か らそれだけ悪 く、国民年金は非常 に低い給付

水準です。大企業は福利厚生や社会保険が有利

ですが、中小零細は不利です し、非正規はそれも

ありません。いまの社会保障制度のままでは、問

題解決にならないのです。

本来、社会保障は所得の再配分や格差の是正

に機能するべ きですが、日本では年金や健康保

険がかえって格差を拡大するという矛盾を抱え

ているのです。このような社会保障の改革を、労

働者連帯の視点か ら考えていくことが必要です。

この点でも、ヨーロッパ的な生活賃金を前提 に、

社会的な公的サービスの充実 という視点が重要

です。

(5)地 域、産 業での活動の重要性

こうい う改 善 を実現 す るの は、 どうい う運動

で しょうか。従来 の企 業別正社員 の組織 や運動

には限界があ ります。韓国は、それ を乗 り越 えよ

うと して産業 別組織 の方 に転換 を してい ます 。

保健 医療や金属労 組がそ うい う産業 別交渉 を し

て、 自分 たちの賃 金 を増やす とい うだけで はな

くて、横 に、つ まり非正規の人達 を正規化するた

め に使 え とい うことを業 界団体 に迫 ってお り、

注 目で きます。

労働 者全体の代表 とい うことで は、 イタ リア

の労働組合が参考にな ります。イタリアでは、労

組 には3つ 、あるいは4つ の種類があ ります。①

ナシ ョナルセ ンター、② 地域組織、③ 産業 別組

織 、そ して④ 事業所組織 です。労組 の組合員 は、

最 初の3つ に加 入 してい て、一般 の労働 者 は最

後 の④ 事業所組織 に入 ってい る と言 え ます。た

だ、労働組合が呼 びかけたス トライキに、未組織

の 人 も参 加 しま す 。 これ は 「一 時 的 団 結 」

(coalizioneコ ア リツィオー ネ)と いい、通常 、



組合員の数倍の規模 に拡大 します。ス トライキ

で獲得 した成果は、労働協約 となり、労働者全体

に拡張適用 されます。労働組合は、意識的アク

ティブメンバーの組織であ り、常に外部 を意識

し、全体を代表 します。成果は組合員だけでなく

全体に及ぼす活動をすることで一貫 しています。

簡易な手続 きで支援するのです。これはきわめ

て興味深いことです。西谷教授 は ドイツでは日

本に比べてケタ違いに労働裁判が多いことを紹

介 されていますが、その背景に労組の訴訟費用

援助があることは非常 に重要なことだと思いま

す。

(6}開 かれた労働者連帯の活動

こうした未組織労働者全体を代表する活動を

どう発展 させたらいいのか。まだ不十分ですが、

考えていることがい くつかあ ります。

〔ア〕個別の労働裁判費用支援

一つは労働組合による個別の裁判支援です
。

ドイツの労働組合は訴訟費用保険を使 って、個

別の労働裁判での費用を支援 しています。神戸

の弁護士、藤原精吾さんに聞いた話ですが、 ドイ

ッ人塾講師の解雇事件で労働審判の事例があっ

たそうです。40万 円 くらいの費用 をドイツのD

GBに 請求したら、遠 く日本で争っていた個別

事件であるのに、きちんと訴訟費用を送ってき

たということです。

日本では、労働者個人の裁判では、労働組合は

組織決定 しない限 り支援 しないのが常識です。

非正規切 りや過労死問題で、労働組合が個別の

裁判 を応援する例は きわめて限 られています。

ところが、 ドイツのナショナルセンターである

DGBは 、厳格な態度をとらず、労働者を信頼 し

て訴訟費用 を保険の仕組みなどで蓄えていて、

〔イ〕労働協約の拡張適用

次に、労働協約の地域的な拡張適用です。日本

にも、 ドイツの制度 をモデルにした労働組合法

の規定があります。労働組合法18条 です。一定

の労働条件 を地域的に獲得 したらそれを未組織

労働者に拡張適用できます。これはヨーロッパ

型の協約拡張の考え方ですが、残念なが らこの

18条 は空文化しています。殆 ど使われてきませ

んで した。

酷いことに、最低賃金法11条 にも同様な規定

があったんですが、全然使われていない とい う

ことで、これは2007年11月 の改正で、ほとんど

論議もなしに削除されてしまいました。むしろ、

未組織労働者がこれだけ増 えてきた中で、復活

していく必要があると思います。さらに、公契約

条例です。これは新 しい動 きとして、先程の地域

的拡張適用 と同じような機能を持つもの として

参考になると思います。

〔ウ〕仏 ・伊型のス トライキ

最後 に、 イタリアのス トライキの考 え方 を何

とか 日本 で活 かせ ないか と考 えてい ます。 イタ



リアで面 白いと思ったのは、ス トライキ権 とい

うのが個人の権利 ということです。ス トライキ

権は、個人の労働者が憲法上保障 されている権

利で、労働組合が呼びかけたス トライキに、未組

織の労働者が個人 として賛 同して参加 しても、

使用者 との関係で契約違反にならない、解雇さ

れない、ということです。そういう意味で憲法上

ス トライキ権が認められているのです。労働組

合の組織率は、フランスは9%で す し、イタリア

はせいぜい20%か ら30%で す。 しか し、これは

アクティブメンバーですので、組合の呼びかけ

に非組合員である一般の労働者 も大勢が参加す

るのです。〔脇田滋 「イタリアの団結権 と争議権

の特質一一個人たる労働者の集団的権利」日本労

働法学会誌47号(1976年5月)30頁 以下〕

憲法上ス トライキ権 を認めているのは、フラ

ンスとイタリアと日本だけです。日本でも、ス ト

ライキ権の主体は条文上は勤労者個人です。 日

本の場合、ス トライキ権 を持っているのは労働

組合だと信じられています。労組が、組合員を統

制 して、ス トライキに参加 させるという考 え方

です。これは企業別の恒常的労働組合 を念頭 に

おいたス トライキ権論だったと思います。 しか

し、現在は、この企業別の正社員労組が主導する

ス トライキはほとんどあ りません。少な くとも

大規模 なものは過去30年 近 く皆無に近い と思い

ます。

むしろ、地域ユニオンなどの労働相談を通 じ

た組合活動が広がっています。そうした労働者

が、本当に力を発揮で きる団結活動 を法的に支

援で きないか。地域労組が効果的なス トライキ

をどのようにできるかが、私の以前からの問題

意識で した。

フランスもイタリアと全 く同様ですので、イ

タリア ・フランス型のス トライキが参考になる

と思います。例 えば地域労組がス トライキを呼

びかけるのです。3日 間ス トライキをしようと。

「地域最低賃金を100円 引 き上げよう」などと呼

びかけて、そのときだけ賛同者に組合に入って

貰うのです。普段は組合員でなくても、ス トライ

キのときだけの「一時的団結」メンバーとして労

働組合に加入 してもらい、同時にス ト権投票 も

行うという手続きです。「一時的団結」の形で、地

域労組 としての効果的なス トライキがで きるの

ではないかと、夢見ています。

日本の場合にはようや く労働相談を通 じての

地域組織がで きてきたんですけれ ども、それの

協約論あるいは、ス トライキ論がほとんど議論

されていません。地域労組の場合、労働相談が解

決したら、それで相談者がどこかへ行 って しま

います。そのため、なかなか組織的に大 きく発展

しない問題があ ります。そうした地域労組の活

動を支援するような法理を、ス トライキや協約

論を含めて、実践と結びつけて積極的に考えて

い く必要があると思います。

以上です。最後までご清聴あ りが とうござい

ました。
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